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　1．戦争は，国家と国家との関係であって，個人
は，交戦者（軍隊構成員）として戦闘に参加する場合
は別として，非交戦老（文民）である以上，直接には
戦争に関係がないはずであり，ヘーグの陸戦法規に関
する条約の附属規則も，「私有財産一一ハ，之ヲ尊重
スヘシ，私有財産ハ，之ヲ没収スルコトヲ得ス」（第
46条）と規定している。
　2．　しかしながら，戦争規模の拡大と，総力戦的傾
向の増大に伴い，戦争の影響は，私有財産に対して，
最近いちじるしい制限を及ぼしつつある。すでに海戦
法規の分野においては，封鎖，戦時禁制品の制度が存
在していたが，第1次大戦以後，開戦時に交戦国は，
自国領域内にある敵国人所有の私有財産を「敵産」
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るその使用を禁ずるとともに，自国の経済戦力の中に
それを繰り入れる，つまり処分行為をも行なうように
なってきた。このような行為が，戦時国際法上交戦国
の適法な行為として許容されるか否かは，問題であ
る。
　とくに，　戦時中一時管理し，戦争終了後は元所有
者に返還するという場合と，第三者に確定的に所有権
を取得せしめる効果を伴った処分に区別して検討する
必要があり，後者の場合にも，その処分対価を国家が
（元財産所有者の名儀で，またはその者に終戦後支払
いうる形態で）特殊勘定として保管する場合と否とに
ついても分析してみるのが適当であろう。
　3．そして，戦争が終了した場合に，交戦国は，上
記の管理財産，処分財産，特殊勘定基金をどのように
元所有者に返還したか：またもし，戦争中に，その財
産が，破壊，喪失，消耗されている場合に，返還に代
るどのような補償が行なわれたかは，国際法と国内法
の交錯する問題として理論上興味ある点であるのみな
らず，第2次大戦後わが国においては，現実に大きな
問題となった。
　4．それは，（1）1つには，日本国にあった連合国財
産の返還処理の問題であり，サンフラソシスコ条約第
】5条は，この取扱いを定めており，その国際紛争につい
ては，特殊の財産委員会（一種の国際仲裁裁判所）に
よる処理が規定された。（2）第2には，戦時中連合国財
産を適法に（国内法的をこは）取得した終戦時の当該財
産所有者が上記返還によって蒙った損失の補償が問題
となった。この点については，昭和34年5月15B「連
合国財産の返還等に伴う損失の処理等に関する法律」
（法律第165号）により一応処理された。（3）第3に，
逆に連合国（または第2次大戦によって日本が領土権
を失い，または現に統治権を行使できないでいる地
域）内にあった財産の日本人所有者または使用者ρ～蒙
った損失の点が問題となる。この点は，「在外財産補
償問題」として一種の国内政治問題ともなったが，直
接には，サンフランシスコ平和条約の第14条，第19条
と関連している。
　5、この問題は，第2次大戦における他の敗戦国
（ドイツ，イタリア）ではどのように処理されたか，
また，最近国際的に問題となっている，新興国内にあ
った旧植民国家の企業財産の「国有化」の場合に，そ
の財産所有者の本国はどのような処置をとり，また現
にとりつつあるのかは，実証的に比較検討を必要とす
る。
　6．　以上のことは，単に過去の清算という消極的意
味だけでなく，日本の企業が今後海外に進出する場合
にも，その財産の保障のために対策を考えておく，と
いう意味から十分検討に価するものであるし，法律的
にも未開拓の分野として興味ある研究課題である。
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